
※契約内容の詳細につきましては、各担当課にお問い合わせください。
令和６年１０月１日から令和７年３月３１日までの随意契約
【都市整備部】

担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

都市政策課
令和６年度景観資源保全活用
支援業務

令和6年10月3日

特定非営利活動
法人八尾すまい
まちづくり研究
会

八尾市南植松町一丁
目23-５

660,000

景観資源（古民家）の状況を熟知している受託者と
契約することで、当初の打合せ等にかかる経費の削
減が図れ、作業の効率化と短縮化が可能となるた
め。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号該当）

都市交通課
八尾市乗合タクシー「たいしょう
号」実証運行業務

令和7年1月23日 龍華交通㈱
八尾市陽光園二丁目
６番35号

単価契約
　3,150円/便

公募型プロポーザル方式にて選考し、「八尾市乗合
タクシー運行業務委託事業者選定委員会」の審査
を経て選定された業者であり、実証期間が延期と
なったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

都市交通課
八尾市乗合タクシー「あけがわ
号・しき号」実証運行業務

令和7年1月23日 龍華交通㈱
八尾市陽光園二丁目
６番35号

単価契約
　3,150円/便

公募型プロポーザル方式にて選考し、「八尾市乗合
タクシー運行業務委託事業者選定委員会」の審査
を経て選定された業者であり、実証期間が延期と
なったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

都市交通課
八尾市乗合タクシー「たかやす
号・なんたか号」実証運行業務

令和7年1月20日
ワンコイン八尾
㈱

八尾市垣内一丁目54
番地

単価契約
　3,150円/便

公募型プロポーザル方式にて選考し、「八尾市乗合
タクシー運行業務委託事業者選定委員会」の審査
を経て選定された業者であり、実証期間が延期と
なったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

土木管財課
道路・水路・公園台帳更新業務
（令和6年度)

令和6年11月1日
㈱ﾊﾟｽｺ大阪
第一支店

大阪市浪速区湊町一
丁目2-3

18,194,000円

本市の道路・水路・公園台帳システム及び法定外公
共物管理システムのデジタルベース構造やデータ仕
様及びシステムの設計・開発を当該事業者が行って
おり、当該事業者以外では業務の遂行が見込めな
いため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）
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担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

土木建設課 一里松川のり面補修工事 令和7年2月12日 奥田建設㈱ 八尾市高安町南7-10 3,661,900

令和6年11月2日の大雨（高安山雨量計　総雨量87
ｍｍ）により、大字垣内地内を流れる一里松川が溢
水し、その影響により一里松川ののり面が損傷し、
早期復旧による安全対策が河川管理者として必要
であるため（地方自治法施行令第167条の2第1項第
5号）

土木建設課 八尾第51号水路整備工事 令和7年2月21日 杉山建設㈱
八尾市南亀井町2-1-
32

9,600,800

令和6年12月上旬に小畑町一丁目地内を流れる八
尾第51号水路の側壁が倒壊し、早期復旧による安
全対策が河川管理者として必要であるため（地方自
治法施行令第167条の2第1項第5号）

土木建設課
八尾木北第１公園測量設計業
務

令和6年11月29日
㈱ランテック計
画事務所

大阪市中央区釣鐘町
2-1-4

3,591,500

令和6年10月2日及び同年11月6日の２度にわたり競
争入札を実施したが、いずれも入札参加者数が２者
に満たず入札中止となった。２回目の競争入札にお
いては入札参加条件の緩和も試みたが入札中止と
なったことから、競争入札を継続しても入札の成立
が期待できないため（地方自治法施行令第167条の
2第1項第8号）

土木管理事
務所

志紀調節池外２調節池テレメー
ター点検業務

令和6年10月1日
OKIクロステック
㈱
関西支社

大阪市中央区備後町
二丁目6番8号

1,498,200

当該調節池のテレメーター装置はOKIクロステック社
製で独自の技術を使用しており、構造を熟知してい
る同社でないと実施できないため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

土木管理事
務所

JR八尾駅及びJR久宝寺駅自
由通路等特別清掃業務

令和7年2月13日 ダイセイ美建㈱
大阪市天王寺区悲田
院町8番12号

660,000

駅前広場等定期清掃業務の落札業者に、本業務を
引き続き施工させた場合、安全対策費・現場調査費
等の経費削減が見込めるため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号該当）
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